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特集

要　約

1	 デジタル化が進むグローバルのエンタープライズ企業において、「マルチクラウド活用戦
略」に関する注目度が高まっている。グローバルにおけるクラウド活用に関する統計によ
ると注1、エンタープライズ企業 1社当たり平均 6種類のクラウドサービスから成る複数の
クラウド、すなわち、マルチクラウドを活用している状況にある。

2	 このマルチクラウド化の潮流には、主に 3つの要因が関係している。①第 2、第 3のク
ラウドサービスが成熟し選択肢が増加、②企業のデジタル化に伴うバイモーダル化の進
展、③ベンダーロックインの回避の結果である。

3	 しかしながら、マルチクラウド活用の先行企業は主な 3つの課題に直面している。①ク
ラウドサイロに伴う管理・運用の複雑化、②クラウド人材不足とIT組織の機能不全、
③各クラウドの特性を活かした開発・最適配置に関する苦慮が、事例から推察される。

4	 この結果、当初のクラウド活用の主目的であったIT資産のコスト削減、新しいサービス
の継続的な提供やアジリティの向上などの効果をうまく刈り取れておらず、むしろ足か
せになっているケースも見られる。この状況に対しマルチクラウド活用の先行企業は、
クラウドサイロの解消やIT組織・人材面の改善などさまざまな対策を試みており、マル
チクラウドを自社ビジネスの競争優位に最大限活かそうと努めている。

5	 この潮流は日本を含むアジアにも到来してきている。これからクラウド活用を検討する企
業や既にクラウド化に着手している企業は、既存のIT資産をそのまま単一のクラウドへ
移行するといった従来のクラウド化戦略を見直す時期にきている。今後、デジタル時代
を勝ち抜いていくには、マルチクラウドを前提とした活用戦略として再検討すべきである。

Ⅰ　進む企業のデジタル化とクラウド活用の現状
Ⅱ　マルチクラウド化の潮流
Ⅲ　なぜマルチクラウド化が進んでいるのか
Ⅳ　進むクラウドサイロに苦慮する企業
Ⅴ　マルチクラウド時代への備え
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Ⅰ	進む企業のデジタル化と
	 クラウド活用の現状

1	 クラウドはもはや
	 枯れたテクノロジーか

2006年頃にクラウドコンピューティング
（以下、クラウド）のコンセプトが出始め、
Amazon Web Services（以下、AWS）をは
じめとする商用サービスが本格化してから約
10年が経過した。クラウドの登場を皮切り
に、スマートフォンに代表されるモバイルや
ビッグデータ、IoT（Internet of Things：モ
ノのインターネット）や人工知能（AI）、ブ
ロックチェーンなどに代表される一連のテク
ノロジーが登場した。

これらの高度な技術により、従来の業務効
率化やコスト削減を目的としたIT活用だけ
ではなく、既存の伝統的なビジネス領域に高
度なテクノロジーを組み合わせることでイノ
ベーティブな新しいデジタルビジネスを生み
出す、という流れが昨今のデジタル化の潮流
である。たとえば、従来の金融業務にAIな
どの高度なテクノロジーを組み合わせ、ロボ
アドバイザー投資に代表される新たなサービ
スを生み出しているFinTech（金融×IT）の
分野をはじめ、HRTech（人事×IT）、Med-
Tech（医療×IT）などは、デジタル時代の
典型的な例として注目されている。

このデジタル化の流れは、オープンイノベ
ーションを強みとした米国西海岸のスタート
アップやベンチャーから始まっているもの
の、ここ数年で伝統的なエンタープライズ企
業においても「デジタルトランスフォーメー
ション」と呼ばれ、昨今の重要課題となって
いることは周知の事実である。

このデジタル化の進展に伴うビジネス環境
の変化を象徴する言葉として、14年頃に
SMACS（Social、Mobility、Analytics、
Cloud、 Sensor/Security）というバズワード
が流行した。この 5 つの高度技術をいかに活
用できるかが、デジタル化の鍵であるといわ
れて久しい注2。さらに近年では、AIや拡張
現実（AR）、仮想現実（VR）などの新たな
高度技術も登場している。

2000年代初頭に登場した「クラウド」とい
うバズワードはこれら技術の中で最も古参で
あり、既に企業にとっては当たり前の技術と
して捉えられているように見受けられる。ク
ラウドサービスの利用者からすれば、モバイ
ルやビッグデータなどのテクノロジーを支え
る、または前提となる単なるインフラ、すな
わち、電気やガスのようなユーティリティ化
された汎用プラットフォームになりつつある
と考える者も少なくないのではないだろうか。
昨今のAIブームに押されるように、一時のク
ラウドブームは去ったようにも見受けられる。

しかしながら最近の日本に目を向けると、
17年 1 月23日の日経新聞の紙面注3でメガバ
ンクの一つである三菱東京UFJ銀行が「大手
行で初めてパブリッククラウドのAWSを採
用する」と大々的に取り上げられるなど、エ
ンタープライズ業界ではいまだ「クラウド」
への関心が高いのも事実である。特に17年に
入ってからというもの、これまでのクラウド
の活用方法を時代遅れというかのごとく、

「クラウドの新たな節目を迎える年となる」
と予測する声も多く耳にするようになった。

2	 データで見るクラウド活用の現状
では、実態として昨今のエンタープライズ
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合計して 1 社当たり平均 6 種類のクラウドサ
ービスを活用しているという意味である。

前述のアンケートにおける他の結果から
も、クラウドサービス活用数の増加が見られ
る。グローバルの大規模エンタープライズ企
業433社に対するクラウド活用戦略調査アン
ケートでは、 8 割ものエンタープライズ企業
が複数のクラウド（マルチクラウド）を活用し
ている、または今後活用していく戦略である
と回答している。さらに 8 割の企業のうち約
6 割は、自社専有のプライベートクラウド注6

に加えて、複数のパブリッククラウド注7を
ハイブリッドで活用する方針であると回答し
ている（図 1 ）。

ではこれら 2 つのデータが示すように、な
ぜ 1 企業当たりのクラウド活用数が増加して
いるのか。前述したSMACSに代表される高
度技術を用いた、新たなデジタルビジネスへ
の取り組みがエンタープライズ企業で増加
し、それに伴いクラウドサービスの活用数も
比例して増えているのだろうか？

本稿では、 1 企業が複数の種類のクラウド
サービスを活用している状態を「マルチクラ
ウド」と定義し、次章よりマルチクラウド化
の潮流に関する考察を進める。なお「マルチ
クラウド」とは、図 2 に示す通り、ハイブリ

企業におけるクラウド活用の潮流はどうなっ
ているだろうか。ここで一つ、昨年に北米の
エンタープライズ業界で話題となった興味深
い数字を紹介したい。

2016年に北米のクラウドベンダーがグロー
バルのエンタープライズ企業1060社に対して
クラウド活用に関連するアンケート調査を実
施した。このアンケート結果から、「6.0」と
いう興味深い数字が発表された注4。この数
字は、企業 1 社当たり平均して 6 種類のクラ
ウドサービスを利用していることを示してい
る（表 1 ）。

この数字は、企業が保有するIT資産のうち、
本番環境で約 3 種類、PoC注5段階で約 3 種類、

表1　グローバルのエンタープライズ企業1060社へのクラウドサービス活用調査（2016年）

クラウド種別
クラウド活用先 パブリッククラウド プライベートクラウド 合計

本番環境 1.5 1.7 3.2

PoC 1.5 1.3 2.8

合計 3.0 3.0 6.0

※表内の数字は利用しているクラウドサービスの種類数を示す
出所）RightScale社『State of the Cloud Report 2016』より作成

図1　グローバルの大規模エンタープライズ企業（433社）における
クラウド活用戦略調査

マルチプライ
ベート（11%）
マルチ

パブリック
（16%）

マルチ
ハイブリッド
（55%）

マルチクラウド
（82%）

シングル
パブリック
（9%）
シングル
プライベート
（6%）

活用なし
（3％）

※グローバルで雇用数1000人以上の433社を対象とした調査
出所）RightScale社『State of the Cloud Report 2016』より作成
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社を取り上げる。
Netflix社は世界60カ国で7000万人以上の

会員数を誇る、世界最大の動画ストリーミン
グ会社である。同社はパブリッククラウドを
先導しているAWSの看板顧客として最も有
名であり、AWSの登場間もない2008年頃か
らいち早く自社のプラットフォームとして
AWSを導入した。AWSに障害が発生すると
真っ先に社名が挙がるほど、クラウド活用の
先進企業として有名な存在である。

Netflix社がAWSを採用したきっかけは、
同社の動画ストリーミング配信システムにお
ける耐障害性の向上と、柔軟なスケーラビリ
ティの確保である。08年当時のNetflix社は、
自社のデータセンター（DC）ですべてのIT
システムを構築・運用していた。しかしなが
ら08年に、最も重要なデータベースシステム

（DB）の障害により、ビジネスの根幹である
レンタル業務が 3 日間もの間停止し、多大な
ビジネス損失を被った。加えて、動画ストリ
ーミングのユーザー増加に伴い、ITシステ

ッドクラウド注8を包含した 3 種類以上のク
ラウドサービス注9を利用している構成を意
味する。

Ⅱ	マルチクラウド化の潮流

ここ 1 年の間で、主に北米のエンタープラ
イズ企業における主要トピックとして、「マル
チクラウド活用戦略」を企業としてどう捉え
立案・推進していくべきかという議論が多く
見られた。それを示す動きとして、既にクラ
ウドを自社で活用している企業がマルチクラ
ウド化にシフトしている、または今後する予
定であるという公示が相次いでいる（表 2 ）。

マルチクラウド化の潮流を分析する前に、
まずはマルチクラウドにシフトしている国内
外の先行企業 2 社の具体事例を紹介したい。

1	 Netflix社
マルチクラウド化の典型例として、クラウ

ド活用の先進企業として名高い米国Netflix

図2　マルチクラウドの定義

マルチクラウド

ハイブリッドクラウド

……

●レガシー機器
ホスト、
アプライアンス、
など

●専有仮想環境
知財を持つアプリ、
秘匿データの保持、
など

● SaaS：標準サービス
Salesforce社（CRM）、マイクロソフト（Office365）、など

● PaaS：開発プラットフォーム
開発フレームワーク、ビッグデータ分析、AIエンジン、など

● IaaS：コンピューティングリソース
仮想OS、仮想ストレージ、仮想ネットワーク、など

オンプレミス プライベート
クラウド

パブリック
クラウド①

SaaS
PaaS
IaaS

自社専有
仮想環境

パブリック
クラウド②

SaaS
PaaS
IaaS

パブリック
クラウド③

SaaS
PaaS
IaaS

用途例
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やマイクロソフトのAzure、Pivotal社のCloud 
Foundryなどのクラウドサービスの活用も視
野に入れた、マルチクラウド戦略へ移行する
とアナウンスした。具体的には、複数のクラ
ウドサービスに対してアプリケーションの継
続的な展開を可能とするツール（Spinnaker
と呼ばれる）を自社開発し、自社のITシス
テムの幾つかを複数のクラウドで稼働可能な
状態としている。さらにそのツールをオープ
ンソースとして公開することで、企業のマル

ムの迅速なスケーラビリティ確保が求められ
るようになっていた注10。

このような背景から、当時パブリッククラ
ウドとして唯一の選択肢であったAWSを採
用し、現在では数10万規模の仮想サーバーと
ペタバイト級の動画配信データ、数10億件の
視聴ログをAWSで管理している。

しかしながら15年にNetflix社は、AWSだ
けでなくそれ以外のクラウドサービス、たと
えばグーグルのGoogle Cloud Platform（GCP）

表2　主なマルチクラウド事例の一覧

企業名 システム 利用インフラ 概要

GE（ゼネラルエレ
クトリック）

産業機器向けのIoTクラウ
ド（Predix） AWS＋Azure

当初はAWS上で提供されていたが、2016年にAzure上での提
供もサポートするなど、マルチクラウドで稼働可能なプラッ
トフォームとなっている

Net�ix社 動画配信システム、など
プライベートクラウド＋
AWS＋ 他 種 類 の パ ブ
リッククラウド

AWSに加え、他種類のパブリッククラウドへワークロードを
移行中。他のクラウドへの継続的リリースを可能とするツー
ルを自社で開発しオープンソース化

ウォルマート オンラインECサイト、店
舗システム、など

プライベートクラウド＋
複数のパブリッククラウ
ド

オンラインECサイト、店舗システム、サプライチェーンシス
テムなどの特性に合わせて、複数クラウドを活用。複数クラ
ウドの管理ツールを自社で開発

ノースウェスタン・
ミューチュアル

オンラインフィナンシャ
ルプランニングシステム、
基幹システム、など

プライベートクラウド＋
AWS＋Azure

買収したFinTech会社の新しいサービスなどにAWSやAzure
を活用

Moody's Analytics
社

貸付業務を支援するSaaS
型のサービス、など

プライベートクラウド＋
AWS＋Azure

自社で開発しているSaaS型サービスの基盤として、AWSや
Azureを活用

モーニングスター 投資情報提供システム、
など

プライベートクラウド＋
AWS＋Azure

自社で開発しているSaaS型サービスの基盤として、AWSや
Azureを活用

ロイヤル・バンク・
オブ・カナダ

基幹システム、API連携シ
ステム、など

3種類のプライベートク
ラウド 複数種類のプライベートクラウドを自社で構築

Nordstrom社 オンラインECサイト、店
舗システム、など

プライベートクラウド＋
AWS＋Azure

オンラインECサイト、店舗システム、サプライチェーンシス
テムなどの特性に合わせて、複数クラウドを活用

神奈川
トヨタ自動車 営業支援システム オンプレミス＋AWS＋

Force.com

営業支援システムをForce.com上に構築。登録から3年以上経
過したデータをAWSのRDBマネージドサービス「Amazon 
RDB」に保存

日本通運 全社的な業務システム オンプレミス＋AWS＋
IIJ GIO

オンプレミス環境にある業務システムをクラウド（IIJ GIOと
AWS）に移行。
新規構築するシステムはAWSを第一の選択肢として検討

富士ゼロックス 消費者向けWebサービ
ス、社内業務システム

プライベートクラウド＋
AWS＋GCP

事業部門向けにプライベートクラウドとAWSを組み合わせた
Webサービス基盤を提供するほか、社内業務システムをパブ
リッククラウドに移行中

横河電機 顧客サポートやカタログ
などのWebサイト

オンプレミス＋AWS＋
SaaS

顧客サポートやカタログなどのWebサイトをオンプレミス環
境からAWSに移行中。サイト内検索には、SaaSの「MARS 
FINDER」を活用
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AWSとグーグルのGCPを組み合わせたマル
チクラウドを活用している。

この事例では、プライベートクラウドにはミ
ッションクリティカルなシステムを配置し注14、
パブリッククラウドのAWSには顧客向けの
フロントシステムやコンテンツ配信基盤を、
GCPには画像解析や自然言語処理といった大
容量かつ高度なビッグデータ処理を実装して
いる。

各々のクラウドサービスが得意とする分野
の機能を自社で組み合わせ、コスト効果の最
も高いクラウドサービスを企業が自ら選定で
きるようにするなど、マルチクラウドの適材
適所を主体的に実現している事例である。

Ⅲ	なぜマルチクラウド化が
	 進んでいるのか

以上、マルチクラウド化の潮流を示す 2 つ
の具体例を簡単に紹介したが、なぜこのよう
な事例が増えているのだろうか。

企業のマルチクラウド化が進んでいる要因
を、①クラウド事業者、②企業のユーザー部
門、③企業のIT部門の各々の視点で考察する。

1	 第 2、第 3のクラウドサービスが
	 成熟し適材適所の活用が現実的に

1 つ目の要因は、クラウド事業者自身にあ
る。クラウド事業者間の競争市場が激化した
結果、個々のクラウドサービスが急速に成熟
してきている。これは、企業のクラウドサー
ビスの選択肢が増加していることを意味す
る。以降、クラウドを巡る競争市場の現状に
ついて詳しく解説する。

チクラウド移行を推進している注11。
AWS最大のユーザーであるNetflix社が、

なぜこのようにマルチクラウド化戦略を採っ
たのか？ その背景には「卵を全部一つのか
ごに入れるな」という教訓が活かされている
といわれている注12。すなわち、単一のクラ
ウドサービス利用によるベンダーロックイン
のリスク回避が目的である。いくらAWSが
魅力的な価格とサービスを提供していても、
単一のクラウドサービスに依存している限
り、大規模障害によるサービス断絶や価格改
定によるコスト増加などのリスクは避けるこ
とができない。

マルチクラウド化の取り組みの結果、万が
一AWSに大規模障害が発生したとしても、
その影響を最小限にとどめることができるよ
うになった。また複数のクラウドサービスで
ITシステムを稼働できるようになったこと
で、クラウドサービス活用の主導権が完全に
Netflix社に移行した。各クラウドサービス
をコモディティ化された部品として比較して
選定できるようになったことで、より戦略的
なサービス設計と、サービス継続のリスク低
減を実現している。

2	 富士ゼロックス
一方、米国だけでなく日本においてもマルチ

クラウド化の流れが押し寄せている。例とし
て、富士ゼロックスの取り組みを紹介する。

野村総合研究所（NRI）が2016年 9 月 5 日
に出したプレスリリース注13によると、富士
ゼロックスはオフィスの生産性向上や業務プ
ロセス改革を支援する社内向けのシステム共
通基盤として、ホスティング型のプライベー
トクラウドに加え、パブリッククラウドの
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ーグルは、GCPと呼ばれるクラウドサービス
を展開している。元VMware社のCTOをGCP
の事業責任者として招聘するなど注15、エン
タープライズ企業も使えるコストパフォーマ
ンスとスケーラビリティの優れたクラウドと
して、その存在感を高めている。

AWSとこれら後発のクラウド事業者 2 社
を合わせた 3 社が、クラウド業界のトップ 3
に位置づけられており、エンタープライズ企
業におけるクラウドサービス採用数も増加傾
向にある（図 3 ）。

他方、IBMやオラクルなどの伝統的なIT
ベンダーも、ERPやDBなど自社の強みであ
るソフトウエアをサービスとして提供するこ
とでクラウド事業を拡大している。また、
VMWare社やPivotal社に代表される仮想化
技術をなりわいとしてきたベンダーは、他社
のクラウドサービス自体を仮想化する技術に
より、各クラウド事業者に依存しない水平的
なプラットフォームを展開している。中国最
大のEC会社であるアリババは、Aliyunと呼
ばれる地域特化型のクラウドサービスを中国

（1）	 先導するAWSと後発のクラウド事業者

2000年にSalesforce.com、06年にAWSが登
場してから、長らく両社がクラウド業界を先
導していた。クラウド黎明期では、この 2 社
のクラウドサービスのみがエンタープライズ
用途の実質の選択肢であったといっても過言
ではない。

しかしながらここ数年で、出遅れていた多
くのITベンダーがクラウド事業への投資を
加速し、他社と機能、および非機能の両面で
差別化競争を図っている。

たとえばマイクロソフトは近年、Azureと
呼ばれる自社のクラウドサービスへの投資を
加速している。Azureは、長年IT業界を先導
してきた同社のソフトウエア製品、および製
品の根幹を成すマイクロソフト独自の技術を
付加価値として、それらをサービスとしてク
ラウドで提供することで、他社と機能差別化
を図っている。オフィスソフトのクラウド版
であるOffice365は、その最たる例である。
「世界中の情報を整理する」というビジョン
を掲げ、ビッグデータ分野で先行しているグ

図3　大規模エンタープライズ企業433社におけるパブリッククラウド活用数調査（2016年）
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※1）グローバルで雇用数1000人以上の433社を対象とした調査
　2）縦軸は活用数（433社を100％としたときの割合）
出所）RightScale社『State of the Cloud Report 2016』より作成
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一方でPaaSやSaaSの分野では、激しい機
能差別化競争が発生している。たとえば、オ
フィスソフトのサービス領域では、マイクロ
ソフトのOffice365とグーグルのGSuite、AI
のサービス領域では、IBMのWatsonやマイ
クロソフトのCortana、ビッグデータ分析サ
ービスでは、オラクルとグーグルのDBな
ど、ITベンダー各社が元来、競争優位とし
て保有してきたソフトウエア機能をクラウド
に注ぎ込み、サービス化を加速している。

この結果、クラウド利用者にとってはIaaS
やPaas/SaaSなどの選択肢が増加し、適材適
所で活用できる状況になったことで、マルチ
クラウド化が進んでいると考えられる。

2	 デジタル化に伴い
	 企業内でバイモーダル化が進展

2 つ目の要因は、主に企業のユーザー部門
にある。デジタル化の進展に伴い、ユーザー

で提供している。

（2）	 IaaSはコスト競争、

	 PaaSは機能差別化競争へ

クラウド事業者がひしめく競争市場は、どの
ような状況になっているのだろうか。クラウド
サービスは、その提供形態によってIaaS注16、
PaaS注17、SaaS注18と定義されるが、各々で
現在の競争状況が異なっている（図 4 ）。

たとえば、インフラを構成するサーバーの
CPUやストレージなどの単純なリソースを、
クラウドからサービスとして提供するIaaSと
呼ばれる領域では、規模の経済が競争優位と
なり得る。従って、クラウド事業者各社がグ
ローバルにDCとネットワークを大規模に展
開することで、サービスの提供コストが低下
し続けるコストリーダーシップ型の競争が発
生している。電力自由化による電力コスト競
争と類似した市場形成とも捉えられる。

図4　各社の競争市場マップ
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● 機械学習（Cloud ML）

● オラクル製品 （DB/Exadata/BI）

● AI （Watson）
● Open PaaS（Bluemix）

● SAP ERP/HANA （HEC）

● ラピッド開発基盤 （Force.com）
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ルに代表されるデジタルビジネスの増加に伴
い、より探求的かつスピード重視のアプリケ
ーション開発が企業に求められている。これ
がモード 2 、または「攻めのIT」と呼ばれ
るものである注20。

モード 2 はデジタルテクノロジーを用いた
新しいビジネス価値の創造やビジネスアジリ
ティの向上を目的としており、従来IT部門
が担ってきたIT活用の方法論とは異なる。
具体的には、ビッグデータやAIなど高度技
術の活用、スモールスタートかつ反復的な開
発スタイル（アジャイルとも呼ばれる）、ア
プリケーションの提供スピードの重視、コス
ト削減よりも収益化の重視などの特徴を有す
る。また、市場のニーズを継続的に把握しな
がら迅速かつ機敏にサービスを成長させてい
く必要があるため、IT部門よりもユーザー
部門が主体となって推進するケースが多い

（表 3 ）。

（2）	 バイモーダル化と

	 マルチクラウド化の関係

これら 2 つのモードがデジタル時代に求め
られる場合、各々のモードの特性に合わせた
クラウドサービスの選定が重要となる。

たとえばモード 1 であれば、「既存のITイ

部門とIT部門のバイモーダル化が進んでい
ることに関連する。

デジタルビジネスの増加に伴う企業のバイ
モーダル化により、「守りのIT」と「攻めの
IT」でそれぞれ特性に合わせたクラウドサ
ービスの活用が進み、その結果マルチクラウ
ド化にシフトせざるを得ない状況にある。こ
れはどういう現象だろうか。まずは米ガート
ナーが2016年に提唱した企業のバイモーダル
化と、その動向を踏まえて考察したい。

（1）	 進む企業のバイモーダル化

企業のバイモーダル化とは、デジタル時代
の企業は、IT活用に関して 2 つのモード（ま
たは、方法論）を持たなければならないとい
う状態を示す。

モード 1 は、従来の基幹システムに代表さ
れる業務効率化を目的としたIT活用の方法
論である。特徴として、IT部門が中心とな
り、ユーザー部門からの要望を受けてシステ
ム開発を行う。ITシステムの提供スピード
よりも、長期的なシステムの堅牢性の担保
や、継続的なコスト削減の活動が重要視さ
れ、「守りのIT」とも呼ばれる注19。

従来の企業のIT活用といえば、このモー
ド1を示すことが多い。しかしながらモバイ

表3　バイモーダル化における2つのモードの特徴の違い

種別 モード1 モード2

目標 信頼性や安定性重視 スピードや顧客経験重視

開発手法 ウォーターフォール アジャイル

ITガバナンス IT部門が中心、計画主導 ユーザー部門が中心、反復型

システム化の対象 予測可能なビジネス・業務 探索型のビジネス・業務

狙い コスト削減、効率性、ROI 新規性、革新性、収益化

スピード 長期間（月、年単位） 短期間（日、週単位）

意思決定 トップダウン ボトムアップ
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いられるエンジンに代表されるように、高度
な技術そのものの機能優位性や、ユーザー部
門が扱いやすいユーザーインターフェースな
どの観点でクラウドサービスが選定される。

このため、インフラ（IaaS）上に一からア
プリケーションを作るのではなく、既にクラウ
ド事業者から提供されているプラットフォー
ムサービス（PaaS）、すなわち、部品を活用し
たクラウド上でのアプリケーション開発（クラ
ウドネイティブ開発とも呼ぶ）が適している。

前述した通り、PaaSの分野では機能差別
化競争が巻き起こっている。たとえばAIエ
ンジンを例にとっても、IBMのWatsonを筆
頭とし、AWSやマイクロソフトのMachine 
Learningサービスなど、各々で機能特性が
異なっている（表 4 ）。モード 1 とは異な
り、より機能性の観点からのクラウドサービ
ス選定が重要となる。

以上のように、モード 1 とモード 2 の各々

ンフラのコスト削減」を目的としたクラウド
活用が多く見られる。自社で構築・運用して
いるITインフラをクラウドのIaaSへ丸ごと
移行（Lift&Shiftとも呼ぶ）することで、IT
コストの変動費化に加えインフラ構築・運用
負荷が軽減され、ITインフラ人員コストの
削減も可能となるためである（図 5 ）。

このため、実績のある堅牢度の高いクラウ
ドサービス、たとえばパブリッククラウドの
AWSやプライベートクラウドを自社構築、
またはホスティングで利用する形が多く見ら
れる。

前述した通り、IaaSは既にコモディティ化
しクラウド事業者間のコスト競争に陥ってい
るため、ユーザー企業視点で見ると、クラウ
ドサービスの機能性そのものよりも、サービ
スの成熟度や価格などの非機能面で選定され
る場合が多いと考えられる。

一方モード 2 では、たとえばAIなどに用

図5　クラウド活用の進度とバイモーダル化
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を示す。たとえばSalesforce社のCRMやBox
社のクラウドストレージサービスなどを、IT
部門の管轄外で直接利用している場合を示す。

これは、急速なデジタル化に伴い、バイモ
ーダル化に対応し切れないIT部門にとって
喫緊の課題としても捉えられている。企業全
体で見ると、意図せずにマルチクラウド化が
進んでいる状況にあるともいえる。

3	 ベンダーロックイン回避による
	 ビジネスリスク軽減が現実的に

3 つ目の要因はIT部門の視点である。前
述のNetflix社の事例で述べた通り、クラウ
ド事業者のロックイン回避の結果としてマル

で求められる特性に応じたクラウドサービス
選定が必要となるため、その結果として一企
業内においてマルチクラウド化が一層進んで
いると見られる。

（3）	 依然として残るシャドークラウドの問題

企業のバイモーダル化に関連してもう一点
特筆すべきは、一時的ではあるもののシャド
ークラウドが増加していることも、マルチク
ラウド化を加速する要因にある。

シャドークラウドとは、特にモード 2 を起
因として発生している問題で、IT部門の管轄
していないところで、ユーザー部門が独自に
クラウドサービスを選定・活用している状態

表4　各クラウドサービスで提供されるAIエンジンの主な機能差異の一例

機能観点における差異評価 Amazon AI
Windows Azure Machine 

Learning
IBM Watson Google Prediction API

基
本
機
能

分
析
機
能

自然言語解析 ○ ○ ○ ×

画像解析 ○ ○ ○ ×

分析手法
△

現時点で用意されている
アルゴリズムは数種類

○
25種のアルゴリズムが
用意されている

RやPythonのアルゴリズムや
パッケージも利用可能

×
アルゴリズムは非公開

×
アルゴリズムは非公開

アルゴリズムの
選択・編集 ○ ○ × ×

特徴抽出（DL） ○ ○
ディープラーニング機能あり ○ ×

データ抽出・
加工 ○ ○

△
オンプレミス版のソフト

（Watson Explorer）で分析、
および分析結果の抽出が可能

×

視覚化
△

分析結果の視覚化はBIツール
との組み合わせで可能

○
簡易的な可視化が可能

PowerBIによる可視化が可能

△
同上 ×

開
発
支
援
機
能

開発手法

○
GUIベース

APIによるプログラミングも
可能

○
GUIベース

△
APIによるプログラミング
オンプレミス版のソフト

（Watson Explorer）でGUI
開発可能

×
APIによるプログラミング

分析モデルの
デプロイ

○
学習環境が

そのまま実行環境となる

○
GUIからWebAPI化が可能 ─

○
学習環境がそのまま実行環境

となる

多言語対応 ○ ○ ○ ○

○：機能あり、△一部機能あり、×：機能なし、─：不明
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IaaSからPaaS、SaaSへと拡大すればするほ
ど、クラウド事業者が提供する固有の機能へ
の依存度が高まるためである。また、ITシ
ステムの運用・管理がユーザーの手を離れ、
クラウド事業者のサービス品質に依存してし
まうことにより、結果的にクラウド事業者へ
の依存度が機能や運用管理の両面で高まる傾
向にある（図 6 ）。

一方で、クラウド事業は規模の経済によ
り、利用者が増えれば増えるほど事業継続性
が高まりサービス価格が下がるため、特定の
クラウド事業者にロックインされるとして
も、特に問題にならないのではという意見も
聞かれる。

たとえばパブリッククラウドを先導してい
るAWSを例に取ると、既にグローバルで大
規模なインフラを構成し、日々その規模を拡
大し続けることでサービス価格も低下してい
るため、クラウド事業者の都合による急なサ
ービス停止や値上げのリスクは少ないとも考
えられる。

しかしながらクラウドサービスといえど

チクラウド化が進んでいる。
古くはメインフレームの時代から、企業の

IT部門はITベンダーによるロックインリス
クに悩まされてきたのは、周知の事実であろ
う。これは、ハードウエア、ミドルウエア、
場合によってはアプリケーションの各レイヤ
ーで、特定のITベンダー製品に依存してし
まうことにより、他ベンダー製品へのスイッ
チングコストが高くなるリスクであり、結果
としてロックインされたITベンダーの製品
戦略や価格戦略に影響されてしまう。たとえ
ば、製品価格の一方的な値上げによる意図し
ないITコスト増加や、製品開発や製品、サ
ポートの急な停止などの継続リスクを、ユー
ザー企業が被らなければならない。

クラウド活用で高まる

ベンダーロックインのリスク

特定ベンダーによるロックインのリスク
は、クラウド時代も同様に懸念すべきであ
る。なぜならば、クラウドサービスの大きな
特徴として、クラウドサービスの活用範囲が

図6　クラウド活用の範囲とクラウド事業者への依存
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を、本稿では「クラウドサイロ」と定義し
て、以降話を進める。

2	 クラウドサイロが引き起こす
	 2 つの課題

企業内において複数種類のクラウド活用が
増加するのに伴い、IT部門は大きな課題に
直面している。グローバルのエンタープライ
ズ企業1060社に対するクラウド活用アンケー
ト結果によると、マルチクラウド化により大
きく 2 つの課題が発生している（図 7 ）。

1 つ目の課題は、IT部門と管理対象である
複数のクラウドの間に溝ができる「縦型のギ
ャップ」である。これは、管理対象のクラウ
ド数が増えることに伴い、コストやセキュリ
ティなどを統合的に維持・管理しづらくなる、
また複数のクラウドを扱える人的リソースや
スキルが不足するなどの課題を引き起こす。

2 つ目の課題は、複数のクラウド間の接
続・連携や最適活用に溝が生じる「横型のギ
ャップ」である。これらは、クラウドサイロ
に伴い、異種混合のクラウドサービスを透過
的に連携するためのアーキテクチャーが複雑
化することに起因する。その結果、各クラウ
ドサービスを適材適所でうまく扱い切れず、
個別活用にとどまることにより、本来目的と
していた提供スピードの向上や、コスト削減
がうまく達成できないといった逆効果をもた
らす。

これは、企業のデジタルビジネスの加速に
伴いバイモーダル化が発生し、それを起因と
してクラウドサイロが進み、IT部門の管理
キャパシティを超え、これら 2 種類の課題が
発生・拡大するという負の循環が起こってい
ると考えられる（図 8 ）。

も、事業リスクは内在している。たとえば、
2015年に米HPE社は、自社のパブリッククラ
ウドサービスであるHP Helion Public Cloud
の撤退を発表した注21。またVMWare社は、
IaaS型のクラウドサービスの日本国内データ
センターからの提供を17年に終了すると発表
している注22。

これらクラウド事業者の撤退により、即座
にサービスが使えなくなるという事態は考え
にくく代替手段や猶予期間を提供されるのが
通常だが、中長期の視点で見ると、結局はユ
ーザー企業にスイッチングコストが発生して
しまうと考えられる。

従来はクラウドサービスの選択肢が限られ
ていたため、ロックイン回避は現実的に不可
能であった。しかしながら、クラウドサービ
ス選択肢の増加に伴い、ロックインのリスク
回避手段が現実的になってきたことも、マル
チクラウド化を推し進める要因となっている。

Ⅳ	進むクラウドサイロに
	 苦慮する企業

1	 再びサイロの時代へ
マルチクラウド化をもたらす主な背景とし

て、 3 つの要因を考察した。複数のクラウド
を企業が自ら適材適所で活用することによ
り、ベンダーロックイン回避などのメリット
がある一方で、先行企業へのリサーチを進め
ると近年の急速なマルチクラウド化に伴う弊
害も多く発生している。

この状況は、ホスト時代からオープン時代
にかけて議論されてきた、ITシステム群の

「サイロ化」の問題が繰り返されていると考
えられる。クラウド時代のサイロ化の現象
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見られるマルチクラウドの一元管理・運用に
関する課題の事例である。

モーニングスターは、格付けに代表される
投資情報などの金融サービスをグローバルで
展開する金融情報会社である。グローバルで
12カ国に自社のデータセンターを保持してい
る。近年はデジタル化戦略を推進しており、
金融サービス会社の買収を積極的に行い、自

では、クラウドサイロに伴い深刻化する 2
種類の課題に対して、先行企業はどのように
対処しているのであろうか。本稿では北米 3
社の事例に基づいて考察を進める。

3	 マルチクラウドの
	 ガバナンス管理の欠如

1 つ目は、縦型のギャップとして最も多く

図8　クラウドサイロを起因としたギャップと負のサイクル

デジタル化に伴う
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図7　クラウドサイロが引き起こす2種類のギャップ

マルチクラウドにより表面化した課題
※グローバルのエンタープライズ企業1060社のアンケート結果（2016年）
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（17％） クラウド全体のセキュリティを維持・管理するのが困難

（19％） プライベートクラウド、パブリッククラウドをうまく連携・活用できない
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出所）RightScale社『State of the Cloud Report 2016』より作成
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導入である。
このプラットフォームは、さまざまなクラ

ウドサービスを一元的に統制・管理する機能
を有する。たとえば、クラウド上のインフラ
構成の標準化やアプリケーション展開の一元
化と自動化、加えてインシデント管理の統合
化などのガバナンス機能を提供している。

このプラットフォームを導入した結果、グ
ローバル各国のDCに常駐しているIT人材を
数人に減らすことでITコストを大幅削減。
また、各国の複数クラウドへの自動リリース
機能などにより、サービス展開のスピードも
数カ月から数日に短縮するなど、マルチクラ
ウド管理の効率化を達成している（図 9 ）。

4	 マルチクラウド対応組織・人材
	 の不足

2 つ目の事例も縦型のギャップに関連す
る。クラウドを管理するIT部門の組織・人

社のプラットフォームに構築したサービスの
追加・展開を加速している。

発生した課題は、グローバル各国で迅速な
サービス展開を目的とし、適材適所で複数の
クラウド上に自社サービスと買収したサービ
スを配置した結果、逆にマルチクラウドの管
理がIT部門の足かせとなり、展開スピード
が遅れ高コスト化したことである。

具体的には、マルチクラウドを管理するた
めのIT人材を、 1 つのDC当たり30〜50人を
常駐で配置。これがITコスト増加を招いた。
加えて、異種混合の複数のクラウドにアプリ
ケーションを展開する際には、数カ月もかか
ってしまう状態となっていた。

この課題に対し同社が採った方策は、グロ
ーバル各国の異種混合かつ複数のクラウドを
本社で一元的に統制・管理するチームの組成
と、マルチクラウド統合管理プラットフォー
ム（BMC社のCloud Lifecycle Manager）の

図9　モーニングスターにおけるマルチクラウド一元管理・運用の構成例

● インフラ標準化テンプレートでサーバーを自動生成
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● 全クラウドで発生したインシデントの収集・統合管理
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が10人のクラウド人材の募集を出したとして
も、 3 人しか採用できないことを示す。

次に、クラウド人材の調達コストが高止ま
り し て い る 点 で あ る。Global Knowledge 
Study社の調査によると、16年度の最も価値
あるIT資格トップ 3 のうち、ナンバーワンは
AWSの初級資格である。この資格の保有者
の平均年収は約1300万円である。日本と比べ
ると比較にならない人材調達コストである

（表 5 ）。
マルチクラウド化の潮流に伴い、さらにク

ラウド人材に求められるスキルの幅が多様化
することが予想され、複数のクラウドを扱え
る人材の不足は深刻化し、調達コストも高騰
が続くと考えられる。

このような状況からノースウェスタン・ミ
ューチュアルでは、クラウド人材をマーケッ
トから調達するよりも、自社で多能工なクラ
ウド人材を育成する方針に切り替えること
で、人材不足の解消に努めている。

この方法論は、従来の日本型の人材育成方
針に近しい。すなわち、ある特定分野のプロ
フェッショナリティに人材の市場価値を見い

材に関する課題である。
ノースウェスタン・ミューチュアルは米国

第 4 位の生命保険会社で、窓口や販売員を主
要チャネルとした個人向け保険を扱ってい
る。近年のデジタルビジネスの潮流に伴い、
2015年にLearnVest社という個人向けフィナ
ンシャル・プランニング・サービスのオンラ
インプラットフォームを提供するFinTech会
社を買収し、保険販売チャネルのデジタル化
戦略を加速していた。

自社のプライベートクラウドとAWSをは
じめとした複数のパブリッククラウドを組み
合わせることで、既存のIT資産と連携した
新たなFinTechサービスのスピード展開を狙
っていたが、大きな 2 つの課題に直面する。

1 つ目は、クラウド人材の調達である。こ
こ数年、米国ではクラウド人材不足が大きな
問題としてエンタープライズ業界で取り上げ
られている。これを示す興味深い事実とし
て、以下の 2 つの数字がある。

まずは、クラウド人材やDevOps人材の転
職市場のマッチング率がたった30％であると
いう事実である（図10）。これは、仮に企業

図10　クラウド人材とDevOps人材のマッチング率

出所）Indeed社のJobトレンド検索サービス（http://www.indeed.com/jobtrends）より作成
2012年 13 14 15 16

50.0

45.0

40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

％

P
er

ce
n

ta
g

e 
o

f 
M

at
ch

in
g

 J
o

b
 P

o
st

in
g

s

約30％

クラウド人材のマッチング率

DevOps人材のマッチング率

出所） Indeed社のJobトレンド検索サービス（http://www.indeed.com/jobtrends）より作成



36 知的資産創造／2017年5月号

合に、どのクラウドに載せるのが提供スピー
ドやコストパフォーマンスの観点で最適なの
か？」というクラウド最適活用に関する議論
である。

しかしながら、各クラウドを全体俯瞰して
最適活用を議論する機能が組織として存在せ
ず、結果として、「どのクラウドでもよいか
ら早く提供してほしい」と考えるユーザー部
門と、「自分が管轄するクラウドが一番使い
勝手がよい」と考えるIT部門内のクラウド
人材同士のせめぎ合いになり、最適活用とは
程遠い状況であった。

この状況に対しノースウェスタン・ミュー
チュアルは、新たにマルチクラウドを全体俯
瞰する横串の組織（マルチクラウドカウンシ
ルと呼ばれる）を設置し、クラウド最適活用
を規定するガイドラインの策定や人材育成マ
ニュアルの作成などを一元的に取りまとめ、
組織のサイロ問題を改善しようと努めている

（図11）。

出す欧米型の人材育成方法ではなく、マルチ
クラウド時代のIT人材に求められるのは、
多能工型で幅広いクラウドの活用スキルを習
得することではないか。多能工型の人材育成
方法は、前述した企業のバイモーダル化を乗
り切る鍵になり得るとも考えられる。

2 つ目の課題は、マルチクラウドを扱う
IT部門の組織である。ノースウェスタン・
ミューチュアルのユーザー部門とIT部門で
は、ある議論がたびたび発生していたとい
う。それは、「新しいサービスを展開する場

図11　ノースウェスタン・ミューチュアルにおけるクラウド人材・組織の取り組み
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表5　2016年度　最も価値のあるIT資格トップ3

# 資格名 年間平均給与

1
Amazon Web Services Certi�ed 
Solutions Architect Associate

US$125,871

2
Certi�ed in Risk and Information 
Systems （CRISC） US$122,954

3
Certified Information Security 
Manager （CISM） US$122,291

出所）Global Knowledge Study社「15 Top-Paying Certi�cations 
for 2016 レポート」より作成



37デジタル時代のクラウド活用戦略

一方で、カナダの銀行業界の特徴として、
セキュリティリスクや金融規制対応への懸念
がいまだ根強くあり、AWSなどのパブリッ
ククラウドの積極活用はできない状態であっ
た。加えて、ホスト時代とオープン時代に、
ベンダーロックインによる大損失を経験して
いたため、クラウドを積極活用する戦略とは
いえ、クラウド事業者からのロックイン回避
は最優先であった。

こういった背景から、AWSなどのパブリ
ッククラウドは活用せず、複数の自社製のプ
ライベートクラウドを構築・活用すること
で、既存のIT資産のコスト削減と、ベンダ
ーロックイン回避の両立を達成していた。

しかしながら、ユーザー部門が求める新し
いビジネスの提供スピードはいまだ達成でき
ずにいた。なぜならば、複数のプライベート
クラウド上で開発生産性を向上させるために
は、自社で一からアプリケーションを作って

5	 マルチクラウド上での
	 開発標準化

3 つ目の事例は、横型のギャップに関連す
る。マルチクラウド上における開発最適化の
事例を紹介する。

ロイヤル・バンク・オブ・カナダはカナダ
の 4 大銀行の一つである。リーマンショック
後のIT投資の大幅削減を背景にIT部門が
徐々に弱体化し、それに伴い、既存のIT資
産の維持・管理が中心となり、ビジネス部門
からの新しいデジタルビジネスに対する要求
に応えられないという課題を抱えていた。

しかしクラウド技術の登場が、逆にIT部
門の弱体化を巻き返す千載一遇のチャンスと
捉えた当時のCIOは、クラウド活用をIT部門
主体で積極的に推進していくというIT戦略
を掲げていた。クラウドをうまく活用すれ
ば、少ないIT人員でも低価格で迅速に新し
いデジタルビジネスを展開できるためである。

図12　ロイヤル・バンク・オブ・カナダにおけるマルチクラウド上の開発標準化の取り組み

HyperV

H/W

Vmware

H/W

KVM

H/W
複数のプライベートクラウド

は保持

ア
プ
リ

ミ
ド
ル

イ
ン
フ
ラ

IT部門 開発者
（Dev）

自社のクラウドでも
ロックインを回避しつつ
開発生産性が向上

ありものの部品を使い
素早く開発

プライベートクラウド （自社DC）

ポイント
Web/

Mobile
連携API 分析

アプリ ……
BI
ツール 部

品
を
活
用

部
品
を
活
用 Cloud FoundryのオープンなPaaS部品

Web/モバイル
開発基盤

API開発

マネージ型DB

インフラ構築
自動化

デプロイ自動化

バックアップ・
DR

IoT

サーバーレス基盤

マイクロサービス

ビッグデータ分析
Hadoop

BI/DWH

AI・機械学習

Blockchain

Payment

CD/CI



38 知的資産創造／2017年5月号

きるか」「セキュリティの観点でプライベー
トクラウドがよいか、またはパブリッククラ
ウドは使えるか」などである場合が多いと考
えられる。

これは、クラウド黎明期におけるクラウド
サービスの選択肢が限定的だったこともさる
ことながら、企業のクラウド化の足がかりと
して「まずは既存のITインフラをクラウド
化する」という、IT部門内の「守りのIT」
の延長としてクラウド化戦略を位置づけてい
たためである。加えて、「クラウドを使って
みること」や「クラウドへ既存IT資産を移
行すること」自体をクラウド化の目的として
いる場合もあり、結果的に企業のクラウド活
用においてどのような効果を得たかったのか
が曖昧になっているケースもある。

しかしながら昨今のデジタル化の流れに伴
う企業のバイモーダル化、すなわち、「攻め
のIT」と「守りのIT」が混在した状況に加
え、クラウドサービスの選択肢も増加してい
る中で、「どのような効果を得るために、何
に対してクラウドを活用していくのか」とい
う原点に今一度立ち返るべきではないか。

特に、既存のIT資産、および新しいデジ
タルビジネス向けのITシステムは、双方で
求められるビジネス特性とシステム特性が異
なる。この特性の違いを理解した上で要件の
優先順位を明確化し、マルチクラウドを最大
限活かし切る配置・活用戦略とクラウド活用
ロードマップを企業内で規定すべきである。

たとえば、モード 1 に該当する既存のIT
資産であれば、コスト効果と可用性を目的と
する。モード 2 に該当するAIなどを活用し
た新しいデジタルビジネスであれば、トライ
アンドエラーを可能とする開発生産性やAI

いたのでは到底達成できないからである。パ
ブリッククラウドが提供するPaaSに代表さ
れるような開発部品は、プライベートクラウ
ド上にはない。

この課題に対して同社は、各クラウドの特
徴を活かした適材適所な開発方法ではなく、
マルチクラウド上での開発方法をあえて一つ
に標準化することで開発生産性を高める方策
を採った。

具体的には、Cloud Foundryというオープ
ンソースの開発プラットフォーム部品（PaaS）
を自社の複数のプライベートクラウド上に展
開し、複数のクラウド自体を仮想化してアプ
リケーションの開発生産性を担保した（図12）。

Ⅴ	マルチクラウド時代への備え

マルチクラウド化の潮流の主な要因と、北
米の先行企業が抱えた課題と対応策を、事例
に基づいて考察した。

第Ⅱ章で富士ゼロックスの事例を取り上げ
た通り、この潮流は北米だけでなく今後日本
にも到来すると考えられる。日本企業におい
て既にクラウド活用に着手している企業、ま
たは計画段階という企業も多い中、このマル
チクラウド化の潮流に対してどのように備え
ておくべきなのか。本稿の示唆として最後に
簡単に整理する。

1	 従来のクラウド化戦略から
	 マルチクラウドを前提とした
	 活用戦略がより重要に

従来の多くのクラウド化戦略では、その論
点は主に「既存のDCにあるIT資産をクラウ
ドに単純移行することでコスト削減が達成で
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していた。このような仕組みを、ツールで行
うのか、自前で構築するのか、またはクラウ
ドブローカーに代表されるマルチクラウドの
マネージドサービスを利用してアウトソース
するのかなどの対応方針の検討が必要となる。

（2）	 マルチクラウド人材・組織と目利き力

ノースウェスタン・ミューチュアルの事例
でクラウド人材や組織機能不足の課題を示し
たが、今後は北米だけでなく日本でも同様
に、さらに深刻化すると見られている。特に
第Ⅰ章で取り上げた三菱東京UFJ銀行のAWS
活用のプレスリリース後に、「三菱東京UFJ
のAWS大規模採用を契機にクラウド人材不
足はもっと深刻になる注23」というトピック
も日本で議論され始めている。

北米と日本のIT人材の大きな違いとして、
日本におけるIT人材自体の数が少ない点も
あるが、ユーザー企業内に多いか（内製型

エンジンそのものの機能性を追求するなど、
各クラウドサービスが持つ機能優位性を理解
した上での使い分けや配置戦略が必要となる

（図13）。
従来のクラウド化戦略に加えて、マルチク

ラウドを前提とした活用戦略を検討する際の
論点として、前述の海外事例から「先人の知
恵」となり得る以下の 2 つの考慮点に対する
方針を、あらかじめ戦略やロードマップに組
み込んでおく必要があるのではないか。

（1）	 マルチクラウドを

	 一元的に管理・運用する手段

クラウドサイロの状態を一元的に管理する
アーキテクチャーと、効率的に運用するガバ
ナンス方法を検討しておく必要がある。先の
モーニングスターの事例では、自社内に一元
管理機能を提供するソリューションを取り入
れ、仕組み化して統合的なガバナンスを実現

図13　マルチクラウド最適活用・配置戦略のイメージ
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である。これが、マルチクラウド化における
最大の課題と言っても過言ではない。

2	 デジタル化の成功の鍵は
	 マルチクラウドを
	 活用し切れるかにある

以上、本稿ではデジタル時代のクラウド活
用に関して、マルチクラウド化の潮流を紹介
した。本稿の冒頭にて「クラウドはもはや枯
れたテクノロジーか」と述べたが、AIやIoT
などの新しいデジタルビジネスの基盤となり
得るのは、クラウドサービスにほかならな
い。「デジタル化が企業のさらなるビジネス
成長の鍵である」ことに総じて異論はないと
考えるが、それを実現する鍵となり得るの
は、マルチクラウドを前提とした活用戦略で
はないだろうか。

現在、クラウド化に取り組んでいる、また
は取り組む予定にある企業において、もし

「プライベートクラウドか、パブリッククラ
ウドか、はたまたハイブリッドクラウドか」

「AWSか、マイクロソフトのAzureか」「既
存のIT資産をクラウドにどのように移行す
るか」という論点で議論している場合には、
図13を参照しつつ、今一度クラウド化の目
的、対象とするシステムと求められる特性、
ビジネス・システム要件の優先順位、最適な
クラウド配置などの全体俯瞰をしながら、自
社の中長期的なクラウド活用ロードマップと
照らし合わせて、マルチクラウドを前提とし
た活用戦略を考えてみるべきではないか。
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か）、SIerなどのIT企業に多いか（外注型
か）がある（図14）。

ノースウェスタン・ミューチュアルでは、
そもそも社内で「多能工なクラウド人材を育
成する」「横串のマルチクラウド活用の最適
化推進組織を作る」方針でこれら課題解決を
図ろうとしていたが、外注型のIT開発が多
い日本では、クラウドの人材・組織機能に対
して既存のITベンダーとどのように役割分
担していくかが今後の重要な論点と考える。
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図14　北米と日本におけるIT人材所在の違い
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